
貯留事業者等に対する保安規制の概要について
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実施計画の認可
（法第38条第１項）

貯留事業の許可
（法第10条第１項）

保安規程の確認
（法第69条）

貯留事業の実施
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貯留事業の実施時の
保安措置義務
（法第66条第1項）

貯留事業の実施に係るCCS事業法の保安規制に関する主要なプロセス

試掘段階

CO2地下注入前段階

試掘の実施

現況調査の実施
（法第74条）

（事業者）（行政）

貯留事業許可
の申請

実施計画の
作成・申請

保安規程の
作成・届出

調査結果
を反映

保安措置義務へ
の対応を確認

CO2地下注入、貯蔵段階

実施計画認可の基準（法第38条第２項）抄
①貯蔵方法が適切
②公共の安全の維持及び災害の発生の防止の観点から適切
③漏えい防止措置が適切
④貯蔵状況の監視が適切
⑤貯蔵するCO2基準が政令で定める基準に適合（海域の場合）
⑥CO2貯蔵以外に適切な処分方法がない（海域の場合）
⑦その他貯留事業が安定的に遂行される

（法律内容）

措置命令等（法第66条等）

保安措置義
務への対応
を確認

保安規程（法第69条）
○貯留事業場の現況に応じて講ずべき保安上必要な措置を記載
○保安規程に記載する内容は経済産業省令で規定
○保安規程を制定、変更する際には、現況調査の結果を踏まえ
る必要

監視（モニタリング）
〇貯留層の温度、圧力等のCO2の貯蔵状況を確認

貯留事業の許可の基準（法第10条第３項）抄
①経理的基礎、技術的能力、十分な社会的信用を有する
②欠格事由に非該当
③なお試掘を要するものでない
④CO2の安定的な貯蔵が行われることが見込まれる
⑤他の貯留事業等の実施を妨害しない
⑥他の鉱業の実施を妨害しない
⑦他の産業、公共の福祉に反しない
⑧公共の利益の増進に支障を及ぼさない

工事計画の確認（法第75条）

貯蔵状況の監視
（法第43条）



貯留事業者等に対する保安規制の概要

⚫ 貯留事業者等の義務等

➢ 公共の安全の維持及び災害の発生の防止のために必要な措置を講じなければならない（第66条）

➢ 貯留等工作物を経済産業省令で定める技術上の基準に適合するように維持しなければならない（第67条）

➢ 経済産業省令で定める災害が発生した場合には、遅滞なく、その旨を経済産業大臣に報告しなければならない
（第68条）

⚫ 自主的な保安

➢ 保安規程を定め、貯留事業の開始前に、経済産業大臣に届け出なければならない（第69条）

➢ 従業者に保安教育を施さなければならない（第70条）

➢ 経済産業省令で定める要件を備える者のうちから、作業監督者を選任し、その貯留事業場等における保安の監督
をさせなければならない 等（第71条～第73条）

➢ 貯留事業を開始しようとするとき等は、貯留事業場の現況について経済産業省令で定める事項を調査し、その結
果を記録し、これを保存しなければならない（第74条）

⚫ 工事計画及び検査

➢ 貯留等工作物の設置又は変更の工事であって経済産業省令で定めるものをしようとするときは、その工事の計画
を経済産業大臣に届け出なければならない 等（第75条）

➢ 貯留等工作物であって経済産業省令で定めるものの設置又は変更の工事を完成したときは、使用の開始前に、当
該貯留等工作物について自主検査を行い、その記録を作成し、これを保存しなければならない（第76条）

➢ 貯留等工作物であって経済産業省令で定めるものについては、定期に、自主検査を行い、その記録を作成し、こ
れを保存しなければならない（第77条）

※太字下線部は、具体的な内容等の検討が必要な主要項目
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